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子会社の異動を伴う株式譲渡に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成２５年４月１日（予定）をもって、当社の

連結子会社である株式会社ピーコックストア（以下「ピーコックストア」といいます。）

株式の全部をイオン株式会社（以下「イオン」といいます。）に譲渡（以下「本件株式譲

渡」といいます。）することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
なお、本件株式譲渡に伴い、ピーコックストアは、当社の連結子会社より除外されるこ

ととなります。 

 

記 

 

１．株式譲渡の理由 
ピーコックストアは、平成２０年９月に株式会社大丸ピーコック、株式会社松坂屋ス

トア、株式会社横浜松坂屋ストア及び野沢商事株式会社の４社が合併して商号変更を行

った当社の完全子会社であり、当社グループのスーパーマーケット事業会社として、首

都圏・関西・中部地区において、主として食品スーパーマーケットを運営してまいりま

した。 
しかしながら、ここ数年は、景気の低迷等により市場規模が縮小する中で食品スーパ

ーマーケットの競合が激化し、価格引き下げ競争が進行するなど、同社を取り巻く事業

環境は誠に厳しく、業績は低迷を余儀なくされております。また、今後につきましても、

事業環境は一層厳しくなることが予想され、同社の業績改善には相当の時間を要するも

のと考えられます。 
以上の点に鑑み、当社グループとしては、同社を、よりスーパーマーケット事業のノ

ウハウを有する他社に譲渡して業績改善を図ることとし、経営資源を百貨店事業その他

の事業に集中することが望ましいとの判断に至りました。このため、同社の譲渡先候補

について検討していたところ、今般、イオンとの間で、譲渡の条件等について合意に至

ったことから、同社株式の全部を譲渡することといたしました。 
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２．株式譲渡の方法 
    当社は、本件株式譲渡実行日（平成２５年４月１日（予定））に、ピーコックストア

株式の全部をイオンに譲渡します。また同日、当社の連結子会社である株式会社ＪＦＲ

オフィスサポートは、同社が本件株式譲渡実行日時点でピーコックストアに対して有す

る貸付債権をイオンに譲渡（以下「本件債権譲渡」といいます。）します。イオンは、

本件株式譲渡と本件債権譲渡の対価として、合計３００億円を当社に支払います。 
 
３．異動する子会社（ピーコックストア）の概要 

  （平成２４年１１月３０日現在） 
（１） 名 称 株式会社ピーコックストア 

（２） 所 在 地 大阪市中央区心斎橋筋一丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  樋口 雅一 

（４） 事 業 内 容 スーパーマーケット業 

（５） 資 本 金 ２，５５０百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和２６年（１９５１年）４月５日 

（７） 大株主及び持株比率 Ｊ．フロントリテイリング株式会社 １００％ 

資 本 関 係 当社の１００％子会社であります。 

人 的 関 係

当社の執行役員が同社の代表取締役社長を兼務し

ており、また、当社の取締役１名が同社の取締役

を、当社の監査役１名、執行役員１名が同社の監

査役を兼務しております。 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

取 引 関 係

当社は、同社に対し経営指導・管理に係る役務提

供を行っております。また、当社の連結子会社で

ある株式会社ＪＦＲオフィスサポートは、同社に

対し長期・短期資金の貸付けを行っております。

そのほか、当社の連結子会社・関連会社各社と同

社との間で、商品売買、賃貸借、リース、システ

ム保守・管理、その他の役務提供等各種のグルー

プ間取引を行っております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決  算  期 平成２２年２月期 平成２３年２月期 平成２４年２月期 

 純 資 産 7,007 百万円 6,802 百万円 3,076 百万円

 総 資 産 42,603 百万円 39,605 百万円 34,271 百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 298.18 円 289.47 円 130.89 円

 売 上 高 123,258 百万円 118,462 百万円 112,627 百万円

 営 業 利 益 1,409 百万円 261 百万円 423 百万円

 経 常 利 益 1,175 百万円 114 百万円 312 百万円

 当 期 純 利 益 187 百万円 △205 百万円 △3,733 百万円

 １株当たり当期純利益 7.99 円 △8.73 円 △158.88 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 0.00 円 0.00 円 0.00 円
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４．株式譲渡の相手先の概要 
（平成２４年１１月３０日現在） 

（１） 名 称 イオン株式会社 

（２） 所 在 地 千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役兼代表執行役社長  岡田 元也 

（４） 事 業 内 容 

小売、ディベロッパー、金融、サービス、およびそれに関連する

事業を営む会社の株式または持分を保有することによる当該会社

の事業活動の管理 

（５） 資 本 金     １９９，０５４百万円 

（６） 連 結 純 資 産 １，３３２，６９８百万円 

（７） 連 結 総 資 産 ４，３９８，８３５百万円 

（８） 設 立 年 月 日 大正１５年（１９２６年）９月２１日 

（９） 
大株主及び持株比率 

（平成 24 年 8 月 31 日現在） 

三菱商事株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

株式会社みずほコーポレート銀行 

公益財団法人イオン環境財団 

公益財団法人岡田文化財団 

農林中央金庫 

イオン社員持株会 

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY CLIENTS 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

イオン共栄会（野村證券口） 

5.05％

5.02％

3.47％

2.99％

2.65％

2.52％

2.27％

1.89％

 

1.84％

1.45％

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき取引関係はありません。 

（10） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当

社の関連当事者には該当しません。 
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５．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
２３，５００，０００株（注） 
（議決権所有割合：１００％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 ２３，５００，０００株（注） 

（３） 譲 渡 価 額 
３００億円 
（ただし、本件株式譲渡及び本件債権譲渡の対価の合計額） 

（４） 異動後の所有株式数 
０株 
（議決権所有割合：０％） 

  （注）上記（１）及び（２）記載の株式数は、本日現在の株式数です。 
        なお、ピーコックストアは、本件株式譲渡実行日までの間に増資（増資額２０億円）を実施す

ることを予定しており、当社はこれを全額引き受けることを予定しております。この場合、上記

（１）及び（２）記載の株式数は、当該増資に伴い当社に対して発行された株式数（１，０００，

０００株）が加算された数となります。 
 
６．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成２５年３月４日 
（２） 株式譲渡契約締結 平成２５年３月４日（予定） 
（３） 株 式 譲 渡 期 日 平成２５年４月１日（予定） 

 
７．今後の見通し 
    本件株式譲渡の実行による平成２５年２月期連結会計年度の業績に与える影響はござ

いません。 
    なお、平成２６年２月期連結会計年度の業績に与える影響につきましては、確定次第

速やかに公表いたします。 
 
 

以 上 
 
 

（参考）平成２５年２月期連結業績予想（平成２４年１０月９日公表分）及び平成２４年２月期連結実績 

 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

平成２５年２月期 

連結業績予想 
1,105,000 百万円 31,800 百万円 32,200 百万円 12,700 百万円

平成２４年２月期 

連結実績 
941,415 百万円 21,594 百万円 22,941 百万円 18,804 百万円

 
 


